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災害における放送メディアの役割
||阪神大震災と台湾
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大地震の比較||
〈要旨〉この論文の図的は、災害
7v
における放送メディア
2
の役割を考察する
ことにある。本稿では、放送メディアの役割を考えるため、放送メディアの義務と機
能と特性の一一一つの側面から述べることにしたい。まず、法律に定められている日本と台湾の放送メディアの役割は何であるのかということ 注目する。そして、災害時 、放送の機能がうまく果たされたのかを検註し、実際の阪神大震災と台湾沼山大地震 例を通して比較する。次に、放送メディアの特性を見直す もに、放送メディアは何をすべきかを考えてみる。災害の情報を伝える時に、特に注窓すべき点は何であるのかについてこの論文では送り手と、送り手 受け手の関係の二点に注口討する。まず、災
害情報を送る特に、送り手としてのマス・メディアには何が求められるのか。非常時のため 非常体制をつくることが重要である。そ 、情報伝える時に、わかりやすさと正しさ以外にも、情報源の信慾性、情報の一震性、正確性、明瞭性、確実性、充分の情報盤、指示性、繰り返し伝える
洪
圏
財
こと、被害の恐れのある地域の明示などに留意しなければならないのである。次に、メディアと受け手の関係を考えてみよう。情報伝達に関していえば、平常時から誰にむけて、何のために情報を送るのか、とき口うことを事前に考慮す 必要があると思う。とりわけ、受け手と 信頼関係を築くことと受け手の立場に立つでものごとを考えることが重要である。キーワード災害、放送メディアの役割、放送メディアの義務、阪神大麓災、台湾
SH
大地震災
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1.
はじめに
33
年唱月
NH
日台湾の中部で、麓度
7
以上の地麓が発生した。
その地援が悲惨な災害を起こし、台湾に大きな打撃を与えた。
33
年同月コ日早朝、
日本で阪神大震災がおきた。その大農災もまた
大きな被害を尽本に与え、そして数千人の命を奪い、数え切れない多くの負傷者を出した。地麓でさまざまな開題が生じてきた。情報怯達はそ 中の
つであり、しかもわれわれが直屈しなければなら
ない大きな問題の一つであるといえよう。構報を伝えるため は送り手が必要になる。本稿 は、情報を伝える送り手の放送メディアを例に、災害が起こった時、
マス・メディアはどのような働きを
したのかを考察する。防災のため、
包本では訪災対策が制定されている。
辺火窓口予防対
策」、「災申告応急対策」と「災害復旧対策」のことである。特に、災害情報の伝達体制は、災害応急対策と関係が深く、人命に関わる情報をすみやかに伝えることが必要である
(蹟井、
ロヨ目)。
つまり、災害時に情報を迅速かつ正篠に怯えることが肝心
であり、 の生命を守り、人の財産を確保できる最も大事な手段であると一一一一悶える。日本は災害対策や災害対策基本法がある。それにたいし、台湾に
はそれに相当するものがない。地震災害も含め 申告 日本でも台
湾でも頻繁に起こるという前提で、防災法のある臼本と防災法のな
38 
い台 は、災害が発生した際、それぞれの情報はどのように伝えられるのか。
一方、組情報を伝達するために、もっとも重要な手段の一つ
までもなく、
マス・メディアである。
マス・メディアは、災窓口が発
生する前に、前災の知識を広汎に伝えることができ、災害の発生直前に早期には警告の信号を発することができる。さらに が起こった場合には、迅速かつ的確な清報を伝えるのに、
メディアは大
きな役割をはたし、神聖な使命を課されてい
るからである。
織と錨
(M000
〉は、
メディアは社会組織のひとつとして、災害研究
の大切な一環とし、災害事件で重要な役割になってきていると述べている。
マス・メディアの中で特に、放送メディアの働きを考える
とき、放送メディアの平時における機能よりむしろ、緊急事態の発生のためのメディアが発する災害への警告、予訪信号といった機能に注目し 方が い。なぜならば、放送メディアは広汎性、即時性、浸透性など 特性をもつからである。また、「多くのマス・メデイアや情報伝達手段の中で、特にテレビ・ラジオが災害時 震視されるのは、 を正い地域の人々に直接的に速報できるという電波特有の能力を持っているからに他ならないかし、本当 災害の場合、例えば阪神大震災の時と台湾沼山大地麓
(柳田否認、可-
日凶血
)02
し
の時、
マス・メディアが果たして、人々のさまざまなニ!ズに芯じ、
マス・メディア 課される役割に答えて、さまざま 必要 される情報を的確かっ迅速に伝えたのか。
マス・メディアが果たす役割は大きいと思われるが、具体的にそ
の役割にはどんな内容があるのか。本稿ではまず、
日本と台湾にお
いて、災害 おける放送メディアの義務付けの側面から放送メディアの役割をとらえ、実轄の阪神大震災と台湾沼山大地震を通して、放送メディアがうまく果たせなかった点を指摘して比較する。最後に、 特性を見直すとともに、災害情報を伝える時の特に住意すべき点は何であるのかについて考えていく。
2.
災害報道の義務付け!日本と台湾の場合
過去の台風や、水害、地震などさまざまな災害経験を教訓にして、日本の災窓口基本法は
32
年に制定されている。多くの災害経験か
ら、メディア、特にラジオ、テレどなどの放送メディアが果たす機能は大きいことが明らかになった。そこで 災害時に、本来のメディアの報道機能以外に、防災機能というもう一つの役割が国の災害基本対策法によってきめられている。
つまり、法の中に、災害の場合、
防災機関は災害を減らすために尽力し ければならないという条目が書かれている
oNTT
や電力会社など、防災対策のために重要な
役割を果たすべき機関を指定公共機関とし、そして
NHK
も指定公
共機関に含まれ、民閤放送も 原則と は含まれる(慶井筒、
3ま)。
むろん、
NHK
、民間放送はそもそも放送機関なので、報道機能
を果たさなければならない。したがって、災害が発生すると、
NH
K
はもちろん、各地方の民間放送局も本来の報道機関の機能を果た
しながら、防災としての防災機関の役割もしなければならないと日本の放送法は明確に定め いる。藤井
(M3C
は、
NHK
などの放
送局は、災害対策基本法によって指定公共機関にな おり、また気象業務法や によって警報と災害情報の伝達が義務づ られている、と述べている。
つまり、災害が起きた時に、
NHK
と各地
方の民間放送は
つの機能を果たさなければならないのである。
つ自は、報道機関として 平常時と同じように情報源からニュース価植のある情 を収集して視聴者に送るということであ また、二つ自は災害を減らすために防災機関としての役割を実行するということである。ここでは、以上に述べたこつの機能に基づいて、阪神大震災の時
のメディアにおいて、どのような問題が起こったかを考えてみる。
一つ自に関してさらに、情報伝達と外部からの支援の二点にわけ
て考えておこう。まず、情報伝達 観点から考える。地震が予想もできないほど大きかったため、平常時と同じように情報を送るのは難しかった。というのは、人的資源と物的資源が足りなかったからだ。人的資源に関し は、阪神大震災は早朝
5時折分に発生した。
殆どの人は仕事場 な 時だった。人がいない で 情報を収集さえできず、情報を視聴者に送る も当然無理だった。また、たとえ地震のことを知って、
いで出勤して情報を収集にででも、道路
の状態が惑いために呂的地まで行け ことが多かった。物的資源
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に関して一一一一口えば、災害で、情報伝達の機器が損壊を受けることで、情報を伝えることができないのは想像できる。例えば情報伝達のために設誼されている回線の障害が起きたという問題がある。それは、予想外の大きな事故が発生したことにより 平素は丹滑に情報 伝えることのできるシステムが壊れてしまったこ で、清報の伝達も連れてしま・ったということを指している。第二に、外部からの支援が遅れることと、緊張感がないという指摘があった
(麗井、おま
)0
特に、支援が遅れるのは、各県ごとに
放送するので、平常時から 連携が少な か、全然なかったことが原因に考えられる。すると、いざ ときに、どのようにすばやく人力を支援 かが問題になる。
メディアの間に、お互
つまり、
いに助けあったり 関係や、普段 メディア組織を相互に結ぶ関係がうすいという問題が指摘され 。または、平常時にはメディアはそれぞれ自社のことだけに専念し い ので、災害 起こった時の緊急体勢ゃ、他 の協力関係を築い ないことが示いる。
二つ自に関しては、
メディアは災害被害を減らすための役割を担
わなければならない。だが、阪神大震災では、災害が起こ 前に教育機能をするどころか、災害直前に警告、予報、警報を発 こともできなかった。そしてさらに、災申告が記きた後、 ばやくかっ正確に情報を伝え、災害を減 す役割を果たすことができたとも一言いをが
提た
供い
し。
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ょうというよりも、むしろ、住民と同じように被害を受けたものと
40 
して、極端に言えば、自らの混乱状況や「
SOS
」をったえたにす
ぎなかった(山本、
Eま)。」以下の例をみてみよう。
お間関きになってお分かりになるように、これは放送局の放送と
いうより、放送局が発した
SOS
であったと思います。大変恥ずか
しいことではあります 、この瞬間は、私たちはジャーナリズム、報道機関というよりま怠に被災者として叫んでいたのだと思います。こういった状況での放送が却分ばかり続きました(放送文化基金、戸市Vゆ凶何?、沼山{}凶
EHO
内山)。
この説明には、放送メディアの従業員がどんな立場に立たされ
たのか、またどんな役割葛藤を経験したのかが示されている。
方
では、彼らは被害者であるとともに、放送メディアの従業員でもある。被災者として、災害情報がほしいがして、報道機関 責任と防災機関の責任との両方の責任を負わざるを得ない。他方では、
メディアの従業員も人間である。人間である
以上、彼、彼女らにも家族や親しい人がい 。災害が起こっ 時に、
番駆けつけたいのはいうまでもなく、自分の家族や最愛なる人のいる場所である。しかし、災害被害を減らすために、妨災機関ての役割を果たさなければならないため 会社に出るか 出な かという役割葛藤が生じてくるのだ へ
3)
台湾の状況はどうだろうか。台湾は包本のように災害への災害基本対策法はない。日甲忘年、アメリカの地震の後、政府は調査閣をアメリカに行かせた。もちろん、 緊急措置や災害後にとる行動などさまざまな経験から学ぼうとするのが目的である。そして、翌年の
33
年早朝の
5
時制分に、
日本の神戸、淡路で、規模叶
-M
の大地震が組こった。再
び、行政院長は調査屈を臼本にいかせた。目的は、
アメリカに調査
聞をいかせたときと同じだった。二回 謂査経験に基づいて、
そ
れ
以来、臼本のように災害が起こった時の対策基本法を作ろうという声もあがってきているのであるが、現実には、災害に対する法案がいまだに立法院で討議、審査中のままである。
MCCC
年やっと災害
の法案、条例が作り上げられたが それらの法をよくよく見てみれば、災害におけるメディアの規制については
つもない。
しかし、
日本のようにメディアの役割を決定する災害基本対策法
はないが、災害のときに、放送メディアがするべきこと 規制する条例 ある。それらは以下の法律の中にかか ている。それぞれ、麗播電視法、衛恩麗播電視法、有線麗播電視法、有線麗播電視系統経営者天然災害及び緊急事故応変法で る。その中の特 有鰻麗播電揖系統経営者天然災害及び緊急事故応変法に基づ 緊急事故や自然災窓口が超こった場合、メディアは警告の商面を出すべきだいう規定があるのだ。しかし 法の条例があるに かかわらず 条文はごく簡単な記述に過ぎない。 に対応する方 ゃ
メ円アィア
のすべきことは一切書かれてい 。また、罰則について 、具体
的な罰則が明記されているとはいっても、ただ警告という軽い処罰にとどまる。そういう意味では、法律があったとしても、実際には効果は何も いと言っても過言 ない。それだけではない。実際、災害の場合に
つの大きな問題が生じてきた。それは台湾の放送形
態と深くかかわる。以下のケーブルテレビの例を通じてその問題とは何かを考えてみよう ず、以下の説明から始める
驚異的な経済成長によってもた腎りされた海外旅行ブ
l
ムのなか
で、世界の放送事情を自にする人々が増えるにつれ、政府・与党にのみ偏った従来の報道や質の低い番組に対して、関民の開で次第 批判が高まっていったのである(渡辺、日喝事、同ニ唱品目日甲同)。
また、台湾の山の多い島国である以上、地上波によっての電波が
届かないところは多い。こうしたところの多くの人々は自ら、
わ
ゆる第四台という違法なケーブル経営者と契約をし、自国のテレビ番組のみならず、外国、特に日本のプロレスなどの番組から 番組を視聴し始めた。
初年代後半になると、徐々にケーブルテレビが広がり始め 。当時、ケーブルテレビを規制する法律がなかったこともあって、アジア諸問自では異例とも言える早さで、ケーブルテレビが全国各市に普及していった(渡辺、芯唱∞、
MMM
まムヨ)。
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また、以下の説明もみて見ょう。
台湾のラジオ、テレビ局は行政院と国民党が独占してきたが、初年の戒厳令解除とともに、ゆっくりした速度ながら、
メ♂アィ
アが開放されて岳由化が始まった。メディアの開放により ケ
i
ブルテレビが誕生して急速に広がり、
開年代にはその普及率は、
アジアでもトップとなった(混同列放送文化研究所、
MO宏、もや
品。)。mm年代にはいり、やっと有線蹟播電視法が作られ、
そしてケ
i
ブ
ルテレビの成立によって、かつての無線電視(地上テレビ)が市場を寡占していた局面が変わってきている。それ以降、
ケーブルテレ
どは雨後の竹の
のように設立された。そのケーブルテレどの隆盛
につれて、テレビ市場 乱 現象は成立してきた。というのは、まず、か ての地上波寡占体制はケーブルテレビの成立によって、まったく違う新たな問題になってきたからである。
MOS
年末、台湾の
ケーブルテレビ加入世帯数は約念。万(加入率お%)
である
(NH
K放送文化研究所、
MOO-)
。
災害の情報伝達に関しては、新しく発展してきたケーブルテレどは、昔の地上波とは違う方法で情報を伝えるところに重要な意味を持っている。どこかが逢うのかは、以下の二つ 図式を参考にしみるとわかるだろう。
(台視)
(中被)
TTV 
CTV 
(筆視)CTS 
有線療矯電視j去以前、地上波によって放送された餐絡の流れ阪 1
地方経営台
TV Channel (地上波、
ケーブルテレビ、衛星
放送)
42 
有線康掻言霊視j去以降、地方経営台を経由して番組放送の流れ凶 2
上の闘が示しているように、ケーブルテレどが正式に始まる前に、TTV(
台湾電視台〉
CTV(
中関電視台)CTS(
中葉電視台)
の一一一局は地上波で直接的に視聴者に番組を送り情報を伝えていた。現在では、
幻%の高い視聴率を出有しているケーブルテレどは上の
流れとは違う形で番組を放送し情報を流していく。違いを見ていくと、まずチャネルの数が多くなっていることが分かる。もう一つは、図から克て分かるよ に、住民と叶〈
nzsa
の賠に、地方経営台
があるこ だ
03
法律に従うならば、自然災害および緊急事故が起こった場合 災
申告被害を軽減するための緊急措置を取らなければならない。どんな措震を取るかというと、放送中の番組を停止し、災害のためのメッセージそ伝え といったことを地方経営会がしなければならないである。ところが、ここで問題が超こってしまう。むろん、災害のために、
地方経営台は普通の番組をカットする や、災害 字幕などメッセ
iジを伝えることができるが、災害現場からの最新情報を伝える
ことができない。何故できないかというと、取材のために 記者必要であるからである。現状では、地方ケーブル経営台には、
つ
先にカメラマンや記者を災害現場にいかせ災 に関する新しい情報を集めるという力 ないからで すると、地方経営台は情報源を持つ大手テレビチャネルに頼 ざるを得な 。言い換えれば、テレビチャンルからの油田報 流れてこないと、地方経営台は何もできない。従って、
いくら地方経営合が法律に従い、頑張って災害情報
を住民に伝えようしても、
それは、結局無駄な作業に終わってしま
vつ。日本も台湾も、予想もできない大地震が突然に起きた。それぞれマグニチュード叶
-M
と吋・凶の規模で、影響範囲も大きかった。
日本は県ごとに放送局がおかれているのに対して、台湾は多くの
放送局が台北におかれている。阪神大震災の場合 地元の放送局はダメージを受けたので、情報をつたえることが困難を極めた。さらに、よそからの支援や手伝いが遅れてしまうか、
ひどい場合は無関
心だったことで、状況はいっそう深刻だっ 。それに対して、台湾の場合、発災誼後にすばやく災害の様子をメディアが伝えたが、災窓口報道は被害報道に集中し、
それに台北に集中しがちであった。た
だし、被害が
番ひどかったのは台北ではなくて、台湾の中部だっ
た。
つまり、災害情報がほしかったのは台北だけではなく、台湾の
中部の台中と高投であった。日本の地震が早朝
5
時折分に起きたの
に対して、 湾沼山大地震が起こった は深夜
l時訂分である。そ
の時 応できたメディア 従業員が多かったとはいえないが本と比べればまだ多かったといえる。それでも、
日本と同じく、人
的資源 物的資源は足りなかったことが伺える。 のため、情報伝達に役割をうまく果たしたとは一一一一口いがたく 防 任務をよく働 たと言うこともいいがたい。そして、
メディアの従業員には役割葛藤
の現象もあった。
日
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3.
放送メディアの役割を再考する
以上、災害における日本と台湾の法律に規定されたメディアの役
割を述べてきた。上述したことを踏まえて、ここで災害時におけるメディアの役割はなんであるのかを再び考 い う。まず、以下の文章をみて見ょう。
放送は、速報性や広汎性などの特性を生かすことで、災住一日時の強力なメディアとして機能することが期待されている。災申品目対策基本法で
NHK
が指定公共機関になっていることや放送法
が放送事業者に防災に役立つ放送の実施を義務づけているのも、放送の公共性とともに 害時の機能に着目してのことである。だから、災害放送は地震の規模や被害状況の中にいる人々を安心させる行動指示情報や安否情報、生活情報などを伝え 「訪災機能」をあわせもつこ が必要だ
(小田、
3
ま
σ場閉めふ一次
の図を参照
)0
以上の説明は災害に関する放送メディアの特性、災害放送の機能、
災害報道の義務付けをよく、まとめたものである。しかし、残念ながら、放送メディアの欠点についての説明は上 関では論じていない。それゆえ、ここではもう一歩踏み込んで考える必要がある。また、印刷メディアについて 明記されていないため、災害時に印刷メディ
アがはたす役割はなんであるのかが不明になっている。ここでは、
4 
放送メディアと印醐メディアの情報伝達の機能、特性を見比べることによって、印刷制メディアの特性・機能をあきらかにし、さらに放送メディアができないことは何 かについても明らかにする。
まず、災害時に情報伝達の特性に関しては、放送は電波媒体であ
り、その伝達スピードは極めて迅速だという がある(蹟井筒日ゆ甲山、℃∞∞)。
つまり、放送メディアは速報(同時)性、広汎性、明
瞭性、訴求性、耐災性などの特性をもっている。それに対し、印刷桝メディアは放送メディアのような特性を持っていない だが、独自の特性を持ち災害の時に機能を巣たすの ある。
つまり、すでに述
べたように、新聞は「詳報性い、「
覧性」、「論評性」などの特性が
あるため、より詳しい情報を被災者に送ることができる。さらに説明すれば、狭域を対象とした 細な情報 伝えることの難しい放送メディアの広汎性にたいして、狭い地域に詳細 情報を開け こは、印刷メディアが持つ利点といえる ではないか。震井
(32)
は、日本の放送政策が 都道府県単位で放送局をおくという基本方針をとっているため、放送聞から流れる矯報 、
一般的、志域的な
性格を持たざるを得ないことや
どの伝達には適してい
るが、比較的狭い地域にだけ関連する椅報、とりわけ市町村単位の狭い地域を対象とした避難 勧告・指示などの伝達には適していないということ 示唆してい 。阪神大箆災と台湾沼山大地震の場合、地震が非常に大きいため、
放送メディア、特にテレビ 視聴できない人が多かった。
つ古品れノ、
テレビやラジオが地盤で壊れたか、倒壊した家の中に下敷きになったのだ。それに、放送側にも大地震で問題が起こったため、災害情報を伝える人力が足りない状況に陥り、清報伝達機能が壊れた状況に陥ってしまった。
つまり、受け手は、テレビ、ラジオを持ってい
ても、テレビチアネルや、ラジオ聞から情報がないため、災害情報を得ることができなかもうひとつ重要なことがある。新聞は、保存して置けばいつでも
読めるし、検索機能を持たせることができるのに対して、放送は基本的に一過性のものであり、
また検索性も之しい
(麗井、
日甲ま、忠)。テレビ、ラジオを闇いている人はいつもテレビの閤商ないしラジオの傍にいるわけではない。従 て、伝えられる情報を手に入れるかどうかが偶然性に左右されるわけである。これに接する住民の数が偶然性に依存しているということ
つまり、その聴取
度が、
その時々のテレビ・ラジオの聴取率に影響されると一一白うこと
である(麗井、
32)
。この偶然性の問題も一一自の震災から考えて
よくわか 。とりわけ、家が倒壊して避難生活を余儀なくされ 人々にとっては、この間題はより深刻なのであ 。何故か。避難した人の数が多かった らだ。
一人ずつにラジオか、テレどを配ることは
まず困難である。避難所にはテレビが置かれであっても、 十人か何百人で一台のテレビを一緒に毘ることになるのも仕方がな 。眠たいときに情報がくる もしれないし、
みたいときにほかの人に占
拠されていてみることができないかも れない った理由で、情報を得ることは難しい。
放送は時間的制約があるのに対して、新聞は臨機応変に博報を伝えることができる
(蹟井、
3ま、ど)。台湾忠二人地麓は早朝
l時
円引分超 った。その時はすでに新聞の縞集作業が終わりに近いところであるが、地震のすぐ後、台湾の聯合報〈新聞)では、地震の被害清報や写真を第
版に入れ替えることにすることにきまった。ま
た、次の日以降、
ヘリコプターで新聞を出輿に置かれている人のた
めに送っていく措置をとった。山が多い台湾の場合、そ 状況はいっそう深刻だ た。地震が山奥の台湾中部に起こったことはすでに述ベた。テレビなどの電波が届きにくいところだった。ケーブルテレビがあったとしても 地震で壊れたのが多かった。すると、
ヘリコ
プタ!で山奥にいる人のために運んでいく新関が大事な情報になった。そのため、新聞などのメディアの有効性 再認識されたのは、ことテレビ、ラジオによる情報伝達 短所が捕えるということにあた(中森、
3ヨ)。
機能をめぐって考えれば、印刷メディアは災害、被害情報の報道
機能を果 す以外に、妨災機能の面 も役割を果 すとい よう。災害発生直後、人々は災害に関する情報や、行動指示などの情報求めていることはすでに説明した。時間 つにつれて、ライフラインや、水、食べ物、生活用品に関する物資など いっ 生活情を求める人が次第に多くなっていく。例えば、中森
(33)
以下の
こと 言っている。
「阪神・淡路大震災いにおける兵庫県内の避難場所は、ピーク時
45 一一災害における放送メディアの役割
で日目。。ヶ所を越えていたと言われています。
つまり、避難場
所単位で考えると、端的に言えば、日目。。ヶ所のそれぞれに応じた水の情報が必要 なってくるのです。しかし、テレビ・ラジオの放送局側にしてみれば、どんなに詳細な情報を伝えようとしても、職員・機材の数に限界があり、とても全 の詳細な情報を収集することは難しいわけです。まして、給水車や物資を運搬する自動車は、道路事情等で、各避難場所に予定の時間どおり到着できるかはわからないのです。した って そこまで詳細な情報を入手する事 十分には きないの 現状です(中森、
33)
。
以上の説明から、印刷桝メディアは災害後に大きな役割を果たすこ
とが分かるし、とりわけ被災者にたいして必要不可欠な生活情報を提供するというところで、大いに評価されていることがわかる。しかし、ここで強調したいのは それぞれのメディアには強みもあれば、欠点もあるというである。いかにして、それぞれのメディアの強みを最大限に発揮するのかが れからの課題になっている。
4.
考察
「情報とは、発表者(行政機関など)
-伝達者(メディア)
-市山又
け手(一般の住民)の三者の共有財産なの ある、
一一者が相好理解
を深め合つてはじめて本来の有効性を発揮 も なのである(榔
回、
3話、主凶∞
)内引用者)。」ここでは、発表者については
46 
r、、
論じないことにするが、再びメディア自身のこと、と送り手と受け
の関係を考えることにする。まず、災害情報を送る きに、
マス・メディアには何が必要なの
か
。なりよりも、非常時のための非常体制をつくり、平時から練習す
ることが重要である。そうしない 、阪神大震災の時の問題、メディアの従業員 ジレンマに立たされたのと向じことが再び起こるかもしれない。今回の阪神の経験からわかるよう 、
メディア同士の間
に普段から 連携がないか、不十分だ。そのため、災害が発生しても、素早く支援することができなかった。従って、平常時から、どのようにして、他のメディア関係者と協力してメディアをうまく使い分け、より多くの人々に拙情報を伝えることに努力す ができると うことが今後の課題になっている。それと もに、
メ円アィア
の自身のことに隠して言えば、情報を伝える時に、以下のことに常に九任意を払 チェック もよいだろう
つまり、
メディアは靖報
を伝えるに際して、それぞれ自らの特性をよく把握し、そしてわかりやすさ以外 も、情報掠の信湿性、情報の
貫性、正確性、明瞭
性、確実性、充分の情報量 指示性 繰り返し 頻発性、被害の恐れのある地域の明示などに留意しておかなければな いのである(向付UN也記ユ口付伶ぞ白山町民
u}
市V甲hFeMMJVM
一)。
次に、メディアと受け手の関係を考えてみよう。情報伝達に関していえば、誰に向けて、何のために情報を送るの
かということを事前に考蔵する必要があると思う。印制メディアにしろ放送メディアにしろ、
いずれにしても、人々の駒災意識を高め
るのがメディアの目的である。その目的を達成するために、
メ『アィ
アの普段からの工夫が格段に要求される。たとえ些細なことであるとしても、
Hちりも積もれば山となる
μ
というようにどんな小さい
工夫でも大事にしなければならない。
では、どんな工夫が必要であ
るのか、あるいは具体的に仰をすればよいのかまず、受け手との信頼関係を築くことが大事である。受け手との
信頼関係に関していえば、平常時からの努力が り大事だとわか 。信頼関係というものは盟時間に形成するも ではなく、
一方的に努
力するだけででき でもな 。
つ宇品、れ
J
、
メディアに対して、受
け手が信頼するということは、長い時閣を経て築き上げられるもので、メディアの努力 受け手の理解が必要とされるも である。どちら一方でも欠け とだめになって まうのだ
メディアがもし、
平常時から不正確な情報ゃ、誇張された実態を伝えること あ 、受け手は減る ある。そうなると、災害になった時 、たとえ正しい情報を送っても、受け手側が受け入 る ど か、という疑間も浮上してくる。そういう意味では、普段の時 、
メディアが果
たす役割、すなわち正しい情報を伝えることがどれくらい重要であるかがわかるだろう。次に、受け手の立場に立ってものごとを考えることが重要である。そして、受け手の立場とは何かを考えると、具体的に言えば、少
なくとも以下にあげる三つのステップが必要 あると思う。
つまり、
それは気づき、学習と理解、行動するという一二つのステップである。まず、人々の災害知識や防災意識を高揚するために、受け手の注意を引くことは初歩ではあるが、なりよりも大切なことだといえる。なぜなら、受け手が送られる情報に注 を払わなければ、
いくら多
くの情報があっても、それは所詮無用の長物となってしまう。情報のなかから重要なものを受けとって、そしてその情報を学ぶというのが三つのステップの二番目である。しかし、ただ学ぶだけではだ不十分である。理解 いと伝えら る情報を自分の知識、自分の力になれないからである。そし さらに、精報の意味がわかるかどうか、情報を間違えて理解したと ったようなこともおこりうるからである。上述したことは鰐々人を対象に、災害情報を伝えて、人に情報を理解しても うための理想的な状況だといえる。しかし、現実の社
会ではそう簡単にいかない。多くの災害研究からもわかるようメディアより、オピニオンリーダ!のパーソナル・インフルエンスのほうが個々人に与える影響が大きいということもあるからである。情報を、
人にターゲットにして送るより、家族か、地域を一
人
個の単位として災害情報を伝え防災訓練の活動 行うほうがより効果が出る。
コミュニティにオピニオンリーダーがいるのは当然で、普通に考
えられることである。その力をメディアがうまく利用すれば、あるいはそのオピニオンリーダ! 協力をもらえば、情報 偶々まで浸透し広まっていく可能性がある。 かし、具体的にどうすればよ
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のか、ということがメディアの今後の課題になっている。
4.
終わりに
災害におけるメディアの役割がますます重要になっている。38
年代は自然災害軽減への冨際年代(己吋
Lum--Em
自由民
O口弘
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吋
mm
円宮口門ぢロ)
であると圏連は宣伝した。
その理念の中には、災窓口が発生した後から災害発生する前への防災意識を高めるということが掲載されている。では、どう ればいいのか。以下に述べ よう 、災申一一口の専門家との協力を得て、
マスコ
ミュニケ
i
シヨンテクノロジーとマスメディアは災害前のリスク軽
減に重要な役割を果たすこ ができる信皇后ロ
L30U32
芯宮咽
その役都はリスク評価ゃ、予防対策、大衆 肪
日明V甲山山)。
災意識の高揚、大衆の教育、自己助け、
リスクに対する有効な反応
などを含む。
それに加えて、近年では、大衆リスクコミュニケーション
85r
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とい
しばしば耳にする。
それは危険
の情報(ユ尖宮内
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由民
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ZR)
開け、伝えることを
意味していると解釈されている。たとえば、災害 危険性を住民〆特に危険地帯に住んでいる住民に伝えることはその一例である。ここでいう (叫ぽ巴 は、具体的には、自然災害である地俊民、洪水、台風、火山爆発、津波などと人為災害であ 火事、交通事故、船の衝突などをさしている。もちろん、それぞれの災害 性格は巽
なるが、自然災害にしろ、人為災害にしろ、それらの災害には共通
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性があ 。その共通性とは、災害の起きる蓑然性心。手立与忌日々)は低いが、
いったん災申告が起こったら、相当に大きな範囲まで影響
(E$600525
忠由)を及ぼすことである
Rakghw
窓口忠仁志品)。
災害におけるメディアの役割を考えるにあたって、今後は、放送メディアと印刷メディアのほか、広域を対象に清報を伝えるパソコン通信や衛星テレビ、狭い地域を対称にするケーブルテレビ、
コ
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ニティ放送などのメディアの機能も考える必要があると思う。情報を伝える特に、
一方通行ではなく、双方向に情報を伝えるのがメディ
アの重嬰な役割である。そして 住民の信頼を得 ため 、受け手の立場に立ってものごとを考えるのが伺よりも大事である。 問時に、メディアはそれぞれの特性を知り、現実社会においての人々の多様さ、
メディアそれぞれの限界を知るとともに、使い分けを通じ
て他のメディアとうまく連携し、受け手のため 災害情報を伝える」とが望まれる。注? ?
災申告の定義はさまざまである。例えば、
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The Role of the Broadcasting Media in disasters 
-The Comparison of the Great Hanshin Earthquake and Taiwan 921 Ear岱quake-
HUNG, GuoTsai 
The purpose of this paper is to analyze the roles of the broadcasting media during disasters in 
three aspects: (1) to address the difference of the obligation of the broadcasting media regulated by 
law in Japan and Taiwan; and based on the (1), to look into how the roles of the media in these 
two countries were functioning in the case of Great Hanshin Earthquake in Japan and the 921 
Earthquake in Taiwan; and (2) to understand and examine the characteristics of the broadcasting 
media and think about ahat broadcasting media shoald do in the fature. 
Two suggestions were made in this study regarding the problem of media itself and the relationｭ
ship between media and the affected citizens. First, it is crucial for the media to establish an 
emergent system for the emergent period; meanwhile, in disseminating information when a disaster 
happened, attention especially needs be paid to the following factors. They are fastness, reliability, 
accuracy, clarity, consistency, certainty, sufficiency, guidance, frequency, location of effected area, 
the use of other media. Second, it is also essential to build the relationship between m巴dia and 
affected people during the ordinary time and when disseminating disastrous information, it is 
important that the media take the stance of ordinary people's and see things from the their 
Vlewpomts. 
Key Words 
Disasters, the role of the broadcasting media, the obligation of the broadcasting media, the Gre 
at Hanshin Earthquake, Taiwan 921 Earthquake. 
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